建設工事請負契約書

１　工事名　　

２　工事場所　　能登町字　　　　　地内

３　工　　期　　着　工　　令和　　年　　月　　日（契約締結の日から７日以内）
　　　　　　　　完　成　　令和　　年　　月　　日

４　請負代金額　　　￥　　　　　　　　　　　　
うち取引に係る消費税
及び地方消費税の額　　￥　　　　　　　　　　　　

５　請負代金の支払
　　　　　　　　　　　　令和　　年度　　　　　　　　　　令和　　年度
前払金額　　￥　　　　　　　　　　以内　　　￥　　　　　　　　　　　以内
　　　　　　　　　　　　令和　　年度　　　　　　　　　　令和　　年度
中間前払金額　　￥　　　　　　　　　　以内　　　￥　　　　　　　　　　　以内

部分払回数　　　　　回以内

６　契約保証金額　　　￥　　　　　　　　　　　　

７　特則事項      別紙のとおり

８　分別解体等の方法等　　　別紙のとおり

上記の工事について、発注者と受注者は、各々対等な立場における合意に基づいて、本契約書の上記条件のほか、能登町財務規則（平成１７年能登町規則第３３号）及び能登町建設工事標準請負契約約款（平成１７年能登町告示第１４号）によって、公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。
また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、別紙の共同企業体協定書により本契約書記載の工事を共同連帯して請け負う。
この契約の証として、本書２通を作成し、当事者記名押印の上各自１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

発注者　　　　石川県鳳珠郡能登町字宇出津ト字５０番地１

能 登 町 長　　吉　田　義　法
　　　　　　　　　　　
受注者　　　　
　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　
債務負担行為に係る契約の特則

第１条　債務負担行為に係る契約において、各会計年度における請負代金の支払の限度額（以下「支払限度額」という。）は、次のとおりとする。
令和　　年度　　￥　　　　　　　　　　
令和　　年度　　￥　　　　　　　　　　
２　支払限度額に対応する各会計年度の出来高予定額は、次のとおりである。　
令和　　年度　　￥　　　　　　　　　　
令和　　年度　　￥　　　　　　　　　　
３　発注者は、予算上の都合その他の必要があるときは、第１項の支払限度額及び前項の出来高予定額を変更することができる。

第２条　債務負担行為に係る契約の前金払及び中間前金払については、能登町建設工事標準請負契約約款（以下「約款」という。）第３４条中「契約書記載の工事完成の時期」とあるのは「契約書記載の工事完成の時期（最終の会計年度以外の会計年度にあっては、各会計年度末）」と、約款第３４条及び第３５条中「請負代金額」とあるのは「当該会計年度の出来高予定額」と読み替えて、これらの規定を適用する。ただし、この契約を締結した会計年度（以下「契約会計年度」という。）以外の会計年度においては、受注者（以下「乙」という。）は、予算の執行が可能となる時期以前に前払金及び中間前払金の支払を請求することができない。

　　２　前項の場合において、契約会計年度について前払金及び中間前払金を支払わない旨が設計図書等に定められているときには、同項の規定により準用される約款第３４条第１項及び第３項の規定にかかわらず、乙は、契約会計年度において前払金及び中間前払金の支払を請求することができない。

　　３　第１項の場合において、契約会計年度に翌会計年度分の前払金を含めて支払う旨が設計図書に定められているときには、同項の規定による読替え後の第３４条第１項の規定にかかわらず、受注者は、契約会計年度に翌会計年度に支払うべき前払金相当分を含めて前払金の支払いを請求することができる。

第３条　債務負担行為に係る契約において、前払金及び中間前払金の支払を受けている場合の部分払金の額については、約款第３７条第６項及び第７項の規定にかかわらず、次の式により算定するものとする。

　　　部分払をする額≦請負代金相当額×9/10－（請負代金相当額－前年度までの出来形部分）×前金払（中間前金払を含む。）の割合－前年度までの支払済額－当該年度の部分払金支払済額

２　乙は、前項の規定にかかわらず、当該年度の出来形部分に対する請負代金相当額の部分払を請求することができる。ただし、この場合の部分払の請求は約款第３７条第１項の回数に含まないものとする。



中間前金払と部分払の選択に係る特約条項

１　「中間前金払」を適用する。
　この場合において、能登町建設工事標準請負契約約款第３７条の規定は、適用しない。
　ただし、会計年度を超えて施工する必要のある工事（繰越明許費又は債務負担行為に係る工事）について、各年度末等における支払の為に部分払をする必要がある場合に限り、適用があるものとする。


２　「部分払」を適用する。
　この場合において、能登町建設工事標準請負契約約款第３４条第３項及び第４項の規定は、適用しない。


※契約書の締結にあたり、上記の条項のうち、受注者が選択しない方を２本線により削除（見え消し）すること。

　注）本特約による選択は、工事の施工期間中において、いかなる場合においても変更又は取り消すことができない。





　注）当該特約は、請負代金額が300万円以上（※債務負担行為に係る契約にあっては、いずれかの会計年度の出来高予定額が300万円以上）の場合に適用する。



低入札価格調査対象工事に係る特約条項


（契約の保証に係る特約）
第１条　能登町建設工事標準請負契約約款第４条第２項及び同条第４項中「10分の1」を「10分の3」に読み替える。


（前金払及び中間前金払に係る特約）
第２条　前金払は、請負代金額の10分の2に相当する額以内とする。部分払に代えて中間前金払を選択した場合にあっては、請負代金額の10分の2に相当する額以内とし、中間前金払をした後の前金払額の合計額が請負代金額の10分の4以内とする。


（契約が解除された場合等の違約金に係る特約）
第３条　能登町建設工事標準請負契約約款第４５条の２第１項中「10分の1」を「10分の3」に読み替える。




注）当該特約は、入札価格が調査基準価格を下回った場合に適用する。



[bookmark: _GoBack]
【契約書作成時における注意事項】

１．前払金額の欄について（低入札価格調査基準価格を下回っている場合は、７．を参照）
請負代金額が300万円以上となる契約については、前払金に係る請求予定の有無を問わず、請負代金額の40%以内（10万円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てした額）を記載すること。
また、各年度別に記載する金額は、以下のとおりとします。

・令和○○年度＝　　×40％≒
・令和○○年度＝（契約額－　　　）×40％≒　左記により算出した結果に基づき記載

請負代金額が300万円未満のものについては、中央に「－」表示とすること。
（請負代金300万円未満の記載例）　￥　　　　―　　　　以内

注）前払金を請求する場合は、保証事業会社と契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする公共工事の前払金保証事業に関する法律第2条第5項に規定する保証契約を締結した際の保証証書と前払金請求書を工事担当課へ提出して下さい。

２．中間前払金額の欄について（低入札価格調査基準価格を下回っている場合は、７．を参照）
請負代金額が300万円以上となる場合に限り、「中間前金払」又は「部分払」についてのいずれかを選択する権利が得られます。中間前金払を選択した場合、請負代金額の20％以内（10万円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てした額）を記載すること。
また、各年度別に記載する金額は、以下のとおりとします。

・令和○○年度＝　　×20％≒
・令和○○年度＝（契約額－　　　）×20％≒　左記により算出した結果に基づき記載
　　部分払を選択した場合には、「－」表示とすること。
　　（請負代金300万円未満または部分払選択時の記載例）　￥　　　　―　　　　以内

　　注１）「中間前金払」と「部分払」の選択については、契約締結後の変更は認めません。
　　注２）中間前払金を請求する場合の手続については、【「建設工事」の請負代金額に係る中間前金払について】をご参照ください。

３．部分払回数の欄について
　　　中間前金払を選択せず、部分払を選択した場合については、部分払に係る請求予定の有無を問わず次の通り記載すること。
・請負代金額が300万円以上1,000万円未満の場合は、1回
・請負代金額が1,000万円以上2,000万円未満の場合は、2回
・請負代金額が2,000万円を超える場合は、事前に必ず工事担当課に確認した後、記載願います。
・一般競争入札の場合は入札公告に記載してある回数を記載
　　上記以外の場合については、「－」表示とすること。
　　（記載例）　―　回以内

４．契約保証金額の欄について（低入札価格調査基準価格を下回っている場合は、７．を参照）
　　請負代金額が500万円以上となる契約書を締結する際、能登町建設工事標準請負契約約款第4条第4項の規定により、記載方法を下記のとおりとする。

　　①第4条第1項の(1)～(3)に該当する場合
　　　　保証金額の額面を記載（請負代金額の10%以上とする。）

　　②第4条第1項の(4)～(5)に該当する場合、又は請負代金額が500万円未満の場合
　　　　免除　と記載

５．「分別解体等の方法等」の欄について
　　①建設リサイクル法の該当工事であれば、別紙を挿入。
　　②建設リサイクル法の該当工事でない場合は、2本線により削除（見え消し）し、当該条項横空欄箇所に第7項削除と記載する。
　　　また、場合によって「特則関係」を綴じ込む必要があるときは、第8項削除となる。
なお、その際は、捺印をかけること。

６．契約約款について
　最新の約款については、能登町ホームページよりダウンロードされ、必ず「両面印刷」したう　
えで、契約書に「袋とじ」すること。

７．低入札価格調査対象工事で調査基準価格を下回る落札者の契約条件について
　　・契約保証金及び契約解除時の違約金は、請負代金額の30％以上とする。
　　・前払金額は、請負代金額の20％以内とし、中間前払金と合わせて40％以内とする。
　　
８．契約書の袋とじ順について
①契約書　　
↓
②特則関係（※）　例）債務負担行為に係る契約の特則
↓
③分別解体等の方法等（※）
↓
④契約約款
↓
⑤特約条項（※）　例）中間前金払と前金払の選択に係る特約条項、低入札価格調査対象工事に係る特約条項

注）上記（※）については、それぞれ「該当する場合のみ必要」とする。
